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1 はじめに
2004年 5月に裁判員法が成立し，日本においても，半世紀以上の時聞を
経て，刑事裁判への市民参加が，再び実現することになった。ただし，市民
だけが裁判を判断するという従来の陪審制を採用するわけではなかった。裁
判員制という，裁判官と市民が一緒になって評議体を形成し，一定の犯罪類
型について，有罪・無罪，あるいは刑の種類と程度を判断・決定するとい
う，新しい制度を創設するに至った。
しかし，市民が裁判官と共に刑事司法に参加し，円滑かつ満足のゆく評議
ができるかどうかは，未知数である。個々の経験の積み重ねによるところが
大きいものと予想されている。もっとも，市民が刑事裁判に参加していくこ
とは，法律の専門家ではない素人が司法に参加することである。市民には，
法律の専門家ではないところに，その重要な役割が期待される。しかし，素
人が司法に参加することから，何かの障害を感じる人が多いものと考えられ
る。むしろ，そのように感じる人こそ大部分であり，また自然なことかもし
れない。なぜなら，刑事裁判など関わりがないと思っている人が，大部分で
あると予測されるからである。
しかし，かりにそのような障害があるからといって，これを司法参加への
消極的な要因と捉えることも，おそらく正しくないであろう。素人を排除す
るような運用があるとすれば，そもそも制度が健全に機能する土台が損なわ
れる。今日の社会では，市民が，立法・行政など，様々なところに参加する
ことの意義は高まりつつある。裁判員制度の実現L 成熟した市民社会の実
現のための一環である。これまで，法律専門家だけが存在するという独特の
場所から，素人を排除してしまうのかどうか。そうならないためには，制度
や手続のあり方を絶えず研究し，具体的な方策を示していく必要がある。
これまでにも，裁判員制度が十分に機能していくためには，様々な方策が
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必要とされてきた。法曹関係者から検討されているのは，特に，次の 2点で
ある。一つは，わかりやすい法廷の実現である。従来のような公判のやり方
では，裁判員が裁判を理解することが難しいのではないか， と指摘されてい
る。そのため，視覚的にわかりやすいツーノレを活用することや，書証につい
ての要旨の告知といった従来のやり方を改め，よりわかりやすく工夫してい
くことが，求められている。もう一つは，社会的に参加しやすい基盤の確立
と連日的開廷の実現である。仕事や家事・育児などを抱えている一般の人々
が多数参加すると予想されているため，社会的な環境を整備するという課題
である。また，多くの人を，何カ月も裁判員として拘束することは困難であ
る。そこで，従来のように一カ月に一度，公判期日を設定していくといった
やり方ではなし集中的に期日を設定することが，課題とされている。この
ような課題を克服することによって，裁判員が積極的に参加しやすくなり，
新しいあるべき公判が実現し，市民が持つ感覚を司法の世界に導入するとい
う効果が期待されている。
ただし，裁判員制度は，法律を専門としない市民と裁判官をはじめとする
法律家との協働作業によって，はじめて十分に機能する。このことに鑑みれ
ば，専門家の視点からだけではなし一般の市民の視点からも，問題点を探
ることが必要であろう。まず，裁判に参加することについて市民が何を考
え，何を感じているのか，司法参加に関する意識を把握することが重要と考
える。
また，市民が法律用語や法律的な考え方についてどのような認識を持って
いるのか。特に，証拠評価については，どう考えているのか。これらについ
て，市民の知識・認識の特徴や程度を把握しておくことは，法律家と市民と
のコミュニケーションを円滑に行うために欠かせない。さらに，制度に対す
る態度を単なる意識だけでなく，個々人の一般的な価値観などと関連づけて
検討していくことも，重要で、あろう。
以上のような視点、にたち，本調査では，認知心理学，社会心理学の視座
も加味して，調査票を構成し，郵送によるアンケートというかたちで実施
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した。
以下，第2節では調査票の作成と実施の過程について説明し，第3節では
裁判員の司法に参加することへの意識，特に参加に関わる期待や障害等につ
いて分析する。第4節では裁判員の法や証拠評価に関する認識について検討
する。第5節では市民の価値観と制度に対する意識との関係を検討し，第6
節では裁判員制度の課題について考察する。この作業を通じて，市民は裁判
員制度の創設に当たり何を求めているのか把握することができ，具体的な方
策を見つけるための手がかりが得られると考える 1)。
2方法
2. 1 データ収集の方法
2. 1. 1 データの収集
アンケートの対象については， 3種類の区域を選定した。本来であれば，
全国的に偏りなく対象を抽出すべきである。しかし，このような研究をする
ことは資金的に困難である。そこで，性格の異なると思われる地域を選別し
た(以下の実数は2004年10月下旬頃のそれぞれの自治体の選挙管理委員会ホームページ
により公表されていたものによる)2)。
東京都大田区は，首都圏の中心部に位置する地域である。 2004年 9月2日
当時で，東京都の有権者総数694万1861人のうち， 55万3698人を占める。
内訳は，男性27万7734人，女性27万5964人である。
名古屋市緑区は，中部地域の中心地である名古屋市の郊外に位置する地域
である。 2004年9月2日当時で名古屋市の有権者総数173万6022人のうち，
16万6514人を占める。内訳は，男性8万2325人，女性8万4189人である。
福島県福島市は，東北地方にある福島県の県庁所在地である。 2004年3月
2日当時で，有権者総数22万9927人のうち，男性 10万9655人，女性 12万
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272人である。
これらの地域の選挙人名簿から母集団 1500人を抽出した。ただし，偏り
がないように母集団を選別するため，それぞれの有権者数総数から各地域の
有権者数の比率を勘案した。便宜上，東京都大田区については，正確には
874人を抽出すべきところを 870人抽出した。名古屋市緑区については，
262人抽出すべきところを 270人抽出，福島県福島市については， 363人抽
出すべきところを 360人抽出した。
なお，抽出については等間隔抽出法を採用した。有権者数から抽出数を割
ると，それぞれ，東京都大田区については 634人間隔，名古屋市緑区につい
ては 616人間隔，福島県福島市については 638人間隔となる。しかし，抽出
作業上の便宜から， 600人間隔で名簿から抽出した。そして，最初の数を乱
数表から決定した。具体的には，乱数表をエクセノレで作成し， A1， A2， A3 
のセノレの数からそれぞれ始めることとした。その結果をもとにして，東京都
大田区については名簿の 83番目から，名古屋市緑区については 370番目か
ら，福島県福島市については 261番目から抽出した。
抽出作業に当たっては，途中から，明治生まれの対象者を省き，名簿の次
の人を抽出するように指示した。なぜなら，明治生まれということになる
し高齢ゆえに，アンケートを送付したとしても回収することが困難と考え
られたからである。抽出作業は，東京都大田区については， 2004年 11月2，
3， 6日，名古屋市緑区については， 11月4，6日，福島県福島市については
11月九 4日に，選挙管理委員会等の承認のもとに行った。
調査票は， 11月 15日に各対象者 1500人に対して一斉に発送した。返信
は12月20日を投函の期限とした。住所不定で戻ったものが 19通あった。
翌 2005年2月末までに 294通を回収した(回収率 19.9%)。ただし， 294通の
中には，部分的にしか回答していないものもあった。
2.1.2 調査票について
調査票の作成に当たっては，まず，性別，年齢，学歴，職業を知る項目を
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作成した。その後，主に次の 3点について，具体的な項目を設定した。
① 裁判員制度に関する市民の参加意識と参加に関わる具体的事情を調
べるための項目
② 裁判員の法や証拠評価に関する認識を調べるための項目
③ 対象者の価値観(積極的自由・消極的自由に関する態度)を調べるため
の項目
①は，裁判員制度に関する具体的な参加意欲と，そのための積極的な要
因，消極的な要因を探るために参考となる項目を設定した。②は，法に関す
る認識と，さらには，証拠評価で重要と考えられる心理学的知見に関する認
識について，参考となる項目を設定した。項目の中には，心理学実験に使用
される変数を利用したものもある。もちろん，①と②は，相互に関連するこ
とが仮説として考えられる。参審制に関する実証研究によれば，具体的な証
拠の評価と理解，および争点に関する理解を促進させることが，裁判官，参
審員とも，参審制の重要な課題と考えられているからである (KutnjakIvkovie， 
1999)。
③は，伝統的な権威や束縛などからの解放を願う「消極的自由 (negative
freedom)J と個人が活動的または自主的に生き，自分の潜在力をフノレに引き
出そうとする「積極的自由 (positivefreedom) J (松田， 2003: 160)について尋
ねる項目である。民主主義的な価値を担う制度が定着するか否かには，市民
の価値観が大きな影響を持っと考えられる。
これらの調査票の他に，調査依頼の趣旨を表に掲載し，裏には「裁判員制
度とは1Jという簡単な説明文と図を掲載したものを，併せて送付した。こ
れは，裁判員制度について関心のない人々が調査票を手にした場合には，回
答への動機付けが欠ける可能性があると考えたからである。この説明文，図
には，②について調べるために設定した法律知識に関係する記述を含めず，
裁判員制度の概要のみを記載した。
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2.2 回答者
1500人に送付し， 294人から回答を得た。回答者の内訳を表 1，2， 3， 4に
示す。男女比はそれぞれ約半数ずつであった。年齢については，比較的，
40， 50， 60歳代からの回答を多〈得ることができた。
学歴については，大学と大学院の項目を，法学部とそれ以外とで区別する
記載方式としたが，法学専攻の経験のある者は少数にとどまった。その他に
ついては，旧制高等女学校ないしは旧制女学校と記入している者がそれぞれ
l名ずつあった。
職業については，①家族従業者・自営業(1.農林業， 2.商工・サー ビス業， 3.自
由業〔開業医・開業弁護士・芸術家などJ)，②勤め人(常勤・フノレタイム)(4.会社
員・被雇用者・販売・サービス業〔外交員・商庖員・理美容師・クェイトレスなどJ，5.役
員・管理職， 6.その他)，③勤め人(臨時・パート・派遣等〔主婦のパート等を含むJ)
(7.パートタイマー・アルパイト・臨時震い・派遣社員， 8.その他)，④その他 (9.学
生， 10.専業主婦〔主夫J，11.年金生活者， 12.失業中， 13.その他)の項目を用意し，
当てはまるものを丸で囲んでもらった。
6の「その他」は，教員・教諭5名，公務員4名，団体職員 3名，看護助
手，看護士，ガードマンがそれぞれ1名ずつであった(不明 1名)0 8の「そ
の他」の 1名は，嘱託員という記述があり，l3の「その他Jには，貸付業，
表 1 性
男性 女性
%(実数) % (実数)
46.9 (138) 17.7 (154) 
表2 年
20歳代
%(実数)
7.8 (23) 
l'U 
N.A. 
% (実数)
1.4 (2) 
齢
合計
% (実数)
100 (294) 
合計
%(実数)
100 (294) 
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表3学歴
中学校 高等 専修学校/ 短大/ 大学 大学院 大学 大学院 その他 N.A. 合計
学校 専門学校 高専 (法学部) (法学) (法学部 (法学
以外) 以外)
% % 
(実%数)
% % % % % % % 
(実%数)(実数) (実数) 慎重め (実数) (実数) (実数) (実数) (実数} (実数)'
11.9 34.4 7.8 8.8 4.1 。 28.6 1.0 2.0 1.4 100 
(35) (101) (23) (26) (12) (0) (84) (3) (6) (4) (294) 
表4 職 業
家族従業者・自営業 勤め人(常勤等) 勤め人(癒跨等)
農林業|商工・サー|自由業|会社員・ 役員 その他 パートタィ|その他
被雇用者 管理職 マーなど
など
% (実劃 1%(実数)% (実数)I % (実数) I % (実数) 1%(実数) %(実数) % (実数)
凶 (3)I 8.8 (26) I 2.4 (叶 22.8(67) 9.9 (29) 5.8 (17) 9.5 (28) I 0.3 (1) 
の 他 N.A. i合計
学 生 I1事業主婦|年金生活者|失業中|その他
% (実数) %(実数) %(実数) %(実数)
0.7 (2) 4.4 (13) 100 (294) 
貸屋業がそれぞれ1名ずついた。無記入の中には，自営業4名，自由業1
名，勤め人l名の記述が見られた。
調査対象としては，学生が少なし様々な職種の人々を対象にすることが
できた。したがって，実際の裁判員対象者としての，生の声を聴くことがで
きたと考える。
2. 3分析
以上の 4項目については，問5から問 16までについては，それぞれ重要
と思われる項目についてクロス集計による分析を試みた。そして，集計が細
かくなりすぎるため，年齢については， 130歳代までj と 140歳代以上Jの
2種類に分けて分析を試みた。また，学歴については， 1大卒以上j と「大
(30) 
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卒以外j(すなわち，表3によれば短大/高専まで)の 2種類に分けて分析を試み
た。さらに，職業については，①家族従業者・自営業，②勤め人(常勤・
フノレタイム)，③勤め人(臨時・パート派遣等)，④その他の 4種類に分類し
て分析した。
また，調査では，基本的には「そうは思わないん「あまりそうは思わな
いん「どちらとも言えないj，rややそう思うん「そう思うJの5段階評価に
よって回答を得た。クロス集計によって分析する際には， rあまりそうは思
わないん「そうは思わない」を一括りとし， rややそう思うん「そう思う」
を一括りとした。
3 裁判員の参加意識
3. 1 司法参加に対する評価
裁判員制度の導入に当たり， どのような考えであるか，一般的な意見を検
討する。基本的には， (1)これまでの日本の議論から，陪審制や裁判員制の
導入の是非をめぐる過程で指摘されてきた否定的な代表的意見を 2項目，
(2)裁判員制度の導入による積極的な側面を 2項目， (3)裁判員制度の導入
の賛否，導入することによる司法への公正感を聴くことにした。結果を後掲
表 5に示す。
3.1.1 司法参加への否定的意見
①「日本人は感情に流されやすいから公正な判断ができない」について
は， rそうは思わないJ， r あまりそうは思わないj とする人々が 39~もを占
め， rややそう思う j，rそう思うJと考えている割合が36%，rどちらとも
言えない」が25%であった。②「日本人は議論が苦手だから，裁判員にな
るのには不向きである」についても， rそうは思わないj，rあまりそうは思
(31 ) 
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わないj とする人々が44%を占め， rややそう思うJ，rそう思うJと答えた
人は 33%であり， rどちらとも言えないJが8%である。特に「そう思うj
の割合は，①，②とも 8~もにすぎなかった。
3.1.2 裁判員制度導入への積極的な意見
③「裁判員制度により，日本人は司法に関心を持つようになる」について
は， rややそう思うJと「そう思う」を合わせて，全体の 7割を超えた。一方，
そのようには考えないとする否定的な意見は，全体の 15%に留まった。
④「裁判員制度は市民社会の発展のためには必要な制度で、ある」について
は， rややそう思う」と「そう思うJが過半数弱 (47%) となった。「どちら
とも言えないjの割合が37%と高(，聞いの意見への否定的回答は少な
かった(16%)。
これらの値を見ると，裁判員制度に対する期待は相対的に高いといえるだ
ろう。ただし，調査に回答した母集団は，裁判員制度や司法制度にも期待・
関心の高い母集団であるかもしれない。そのためにこのような結果が得られ
たという可能性は否めない。
3.1.3 裁判員制度導入の賛否，導入することによる司法への公正感
⑤「裁判員制度に賛成であるJに対しては， rややそう思う」と「そう思
う」がほぼ半数であった (50%)，rそうは思わないJrあまりそうは思わな
いJは合わせて 20%であった。
⑥「裁判員制度の導入により裁判はもっと公正になるjに対しては， rや
やそう思うJと「そう思う」が合わせて 44%であった。また， rそうは思わ
ないJrあまりそうは思わない」は 23%である。上述の⑤に対する回答とほ
ぼ一致する結果である。
内閣府による裁判員制度世論調査によれば，適切でない判断がでる可能性
があるという意見が， 39.9%であった(内閣府大毘官房広報室， 2005)。これと比
較すると，本調査は，裁判の公正さについて肯定的な回答が幾分高いといえ
( 32) 
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表5 司法への市民参加に関する意見
そうは思わ あまりそう どちらとも ややそう そう思う 合計
ない は思わない 言えない 患う
% (実数) % (実数) %(実数) % (実数) % (実数) %(実数)
①日本人は感情に流され
やすいから公正な判断 19 (55) 20 (58) 25 ( 72) 28 ( 80) 8 (22) 100 (287) 
ができない
②日本人は議論が苦手だ
から，裁判員になるの 20 (56) 24 (69) 24 ( 68) 25 ( 71) 8 (22) 100 (286) 
には不向きである
③裁判員制度により，日
本人は司法に関心を持 3 (10) 11 (32) 15 ( 44) 39 (112) 31 (90) 100 (288) 
つようになる
④裁判員制度は市民社会
の発展のためには必要 7 (21) 9 (26) 37 (106) 26 ( 76) 20 (59) 100 (288) 
な制度である
⑤裁判員制度に賛成であ 10 (28) 10 (30) 30 ( 86) 24 ( 70) 25 (72) 100 (286) る
⑥裁判員制度の導入によ
り，裁判はもっと公正 8 (22) 16 (45) 33 ( 95) 25 ( 72) 19 (54) 100 (288) 
になる
る。ただしこれらの回答傾向も，母集団の特徴を反映している可能性がある。
以上の結果から， この調査においては，裁判員制度を，比較的，積極的に
考えている人々が多い可能性がある。ただし，裁判員制度の賛否については，
他の世論調査と比較しでもあまり大差はない。例えば時事通信社が行った
2003年6月の世論調査によれば，裁判員制度は必要だという回答は27.2%，
どちらかといえば必要だという回答は 22.5%， どちらかといえば必要ないが
10.5%，必要ないは 12.9%であった(時事通信社， 2003)。つまり，賛成は 49.7%，
反対は 23.4%であり，本調査の 49%，20%とほぼ等しい。
3.2 裁判員への参加意欲
次に，裁判員としての参加意欲について調査した。これまでの世論調査等
で，たびたび聴かれてきた項目である。結果は表6に示す。
( 33) 
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表6 裁判員制度への参加意欲など
そうは思わ あまりそう どちらとも ややそう そう思う 合:計一
民 T 、r 
ない Iま思わない 言えない 思う
% (実数) %(実数) %(実数) % (実数) %(実数} %守(実数)
①裁判員として積極的に 24 (67) 18 (51) 19 (55) 24 (67) 15 (43) 100 (283) 参加したい
②裁判員になることには 27 (75) 24 (68) 28 (79) 13 (38) 8 (22) 100 (282) 自信がある
③裁判員になることは国
21 (61) 16 (46) 30 (86) 20 (56) 13 (38) 100 (287) 民の義務である
①「裁判員として積極的に参加したいJと考えている人は， rそう思う」
と「ややそう思うjを合わせると 39%であった。「そうは思わないJ，ある
いは「あまりそうは思わないJと答えた人は合わせて 42%であって，比較
的措抗している。
②「裁判員になることには自信がある」については， rそう思うJと「や
やそう思うjを合わせると 21%であった。自信あることについて「そうは思
わない J，あるいは「あまりそうは思わないj と答えた人は，合わせて 51~も
となり過半数を超えた。この結果は，例えば2004年6月に行われた中央調
査社の世論調査において， r参加したいと思わない」が68.7%であったこと
と比較すると，若干低い率を示している(中央調査社， 2004)。一方， 自信に
ついては，中央調査社の調査では「自信があるJrどちらかといえば自信が
あるJは7%であり，本調査の方が相対的にではあるが，かなり高い。
③「裁判員になることは国民の義務であるj については， rややそう思
うJ，rそう思うJが33%，rそうは思わないJ，rあまりそうは思わない」が
合わせて 37%であった。「義務Jという言葉に若干の抵抗感があるのであろ
うか。いずれにせよ，義務として肯定的に考えている割合は，否定的に考え
ている割合よりも低かった。
参加意識，自信，義務には関係があるのではないか。①②③について相関
係数を調べたところ，それぞれ高い相闘があることが確認された。参加意欲
を示す層は，裁判員になることに自信があり (r=0.67)，参加意欲を示す層
(34) 
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は，裁判員になることが国民の義務であると考える傾向にある (r= 0.53)。
裁判員になることに自信がある層は，裁判員になることが国民の義務と考え
る{頃向にある (r= 0.52)。
また，学歴が高い者の方が裁判員制度への参加意欲が高いのだろうか。大
学卒以上か否かで①②③の回答に差があるかどうかを検討した。 その結果，
大学卒の人 (99名)では意欲があるとする回答が49%(49名)， それ以外の人
(1 80 名)は，意欲があるとする回答が 33~も (59 名)であった (N= 279)。また，
大学卒以上の人で自信があるとする回答が 38%，それ以外の人は 12%(グラ
フ I参照)， さらに大学卒以上の人 (98名)で義務だと考えている人は 41% (40 
名)， それ以外の人(185名)は 29%(53名)であった (N=283)。
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グラフ 1 裁判員への自信と学歴 (N=278) 
図『ややそう思うJrそう
思う」
口「どちらとも言えないJ
.rそうは思わないJrあ
まりそうは恩わないJ
大卒以外 大卒以上
(グラフ内の数値は実数である)
ま7こ， 男性の方が女性よりも裁判員制度の参加への自信が高いのだろう
カ30 そこで性差について検討したところ， 男性では， 自信がないと答えた割
合は 40%，自信があると答えた割合は 31%であるが， 女性では， 自信がな
いと答えた割合は 61%， 自信があると答えた割合は 12%であった。男性の
方が女性よりも自信があると感じていることがわかる。
( 35) 
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グラフ2
男性
裁判員への自信と性別 (N=281) 
女性
図『ややそう思うJrそう
思う』
口「どちらとも言えないj
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まりそうは思わないJ
(グラフ内の数値は実数である)
3.3 百字 退
裁判員法16条によれば， 一定の条件に該当する者は，裁判員となること
について辞退の申立てをすることができる。 しかし，本調査では rw個人の
思想・良心によって辞退できる』 という規定が導入された場合に， あなたは
裁判員になることを辞退しますかj という質問について回答を求めた。 この
質問を設けたのは，裁判員法によって認められた辞退理由以外の理由によっ
ても，辞退を認めることができるのかどうかが，議論されているからである
(座談会・三井誠ほか， 2004: 25-28)。結果を表7に示す。
結果として，辞退するという方向で考えている人は，過半数近く (49%) 
にのぼった。 この割合を，例えば， イングランド・ヲエーノレズで行われた調
査結果と比較すると， 高い辞退率とみなすことができる (Zander& Henderson， 
1993 : 204-205)。この調査によれば， 85%が「陪審の義務を免れたいとは思
わないJと回答し，陪審の義務から逃れようとしたのは 9%のみであった。
また， その理由は仕事が 50%，休暇が 24%，自営業が 12%，家族へのサー
ピスが 12%，学校が 2%，その他 11% (陪審をしたくない，交通手段の問題など)
(36) 
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辞退する |たぶん辞退する
%(実数) I % (実数)
22 (65) 26 (76) 
表7裁判員の辞退
20 (57) 
合計
%(実数)
100 (289) 
であった。この値と比較すると，日本の場合には，辞退がかなりの数にのぼ
るのではないか，という懸念がでるのも，うなずける割合である。
ただし，辞退するとしたらその理由は何かを，法律で認められた辞退理由
のうち，実質的に影響しうると思われる項目，裁判員法16条l号， 3号， 7 
号イ，ロ，およびハの趣旨を反映させた項目に丸をつけてもらうかたちで回
答してもらった。その結果，必ずしも，思想・良心の自由による辞退を認め
るという「特別な」意味あいが質問から理解されているわけではなかった。
「辞退するJ，あるいは「たぶん辞退する」と回答した人に，その理由を尋似
たところ， r高齢だからJが26人， r常時，学校に通っているからJがl人，
「健康上の理由から(疾病，障害による)Jが 11人， r同居親族の介護，養育
を行う必要性があるから」が 12人， r従事している事業において，自分には
重要な用務があって，それを処理しなければ著しい損害が生じる可能性があ
るから」が24人であった。さらに， r人を裁くことはできないという信条が
あるから」が35人， r裁判員制度に反対だからJが10人， r宗教上の理由か
らjが2人， rその他」が22人であった。したがって，これらの回答のう
ち，裁判員法に明確に定められた辞退理由以外の理由を述べた者が48%で
あった。これは，全体に占める割合の 24%に当たる。逆に，法律規定の辞
退理由に該当する回答は，全体の 26%であった。
「その他Jとして，自由に記述された回答を以下に示す3)。主に，①裁判
知識の欠知を理由とするもの，②責任の重さ，精神的負担を理由とするも
の，③裁判で判断する能力や自信の欠如を理由とするもの，④その他，生
活上の理由や職業上の理由に分類することができる。
(37) 
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① 裁判知識への欠如を理由とする例
・裁くということで事前にやはり勉強をしなくてはいけないと思うので
-司法(裁判の法律)について知識など全くないのに人を裁いていいのかな
と思う
・法律等の学聞をしていないから
・判例体系があり，量刑の判断に立ち入ることは困難
・専門的な知識がなく，付け焼刃的な知識や判断基準で裁判に臨むことはで
きないと思うから
・裁くまでの正しい知識と情報が得られる自信がない，また得られる時聞と
方法がない
② 責任の重さ，精神的負担を理由とする例
・ほぼ 6(人を裁〈ことはできないという信条があるから〕の意見だが，信条が
あるからではなく責任を持つことはできないから(責任を持ちたくない)
・自信がないから，責任が重いから
・事件の内容によって，精神的負担になることも予想されるので
-自分の判断がその人の人生に大きな影響力を持っと思うと不安である
③ 裁判で判断する能力や自信の欠如を理由とする例
-自分の意見をしっかり伝える自信が無い
-自分には人を裁くほどの判断力があるとは思えない
.裁けるような人間であるのか?と思うから
-私には人を裁く力がないため
-正しい判断ができるか不安だから
.学歴もなく頭が良くない
④その他
(38) 
・制度の必要性の要・不要がわからない
・職業上好ましくない
• 6 (人を裁くことはできないという信条があるから〕と同じですが， その後も
これで良い悪いがひっかかるのでは
・裁く人に恨まれそうだから
-生活に余裕がないから
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このように， rその他jの理由付けは様々である。しかし，いずれも，裁
判員法に基づく明確に規定された辞退理由に該当する可能性は考えられな
い。しかし，これらの回答は参加員になることへの障害を，率直に反映して
いるとみなすことができるものもある。したがって，これらは裁判員制度の
実施に当たって，極めて重要な意見として受けとめる必要がある。
3.4 望ましい裁判員の姿勢
裁判員には，一人ひとりがまずは自分で判断することが求められる。他人
の判断に迎合したり，自らの判断を放棄するようなことは適切ではない。公
判や評議の席に座っているだけでは，役割を果たしているとはいえないだろ
つ。
そこで回答者に，①裁判官の意見を大切にするかどうか，②その他の裁
判員の意見を大切にするか，③自分の意見を大切にするかどうかを尋わて
みた。結果を表8に示す。
その結果，自分の意見や判断を大切にしたいと考えている人は， rややそ
う思うJrそう思うJを合わせて 77%であった。一方，裁判官の意見を大切
にする，その他の裁判員の意見を大切にすると回答した割合も，それぞれ，
65%， 55%と高い割合を占めた。逆に， rそうは思わないJrあまりそうは
思わないj と回答した割合は，いずれも低かった。特に，自分の意見や判断
表B 誰の意見を重視するか
そうは思わ あまりそう どちらとも ややそう そう思う 合計
ない は思わない 言えない 思う
% (実数) %(実数) %(実数) %(実数) % (実数) % (実数)
①法律の専門家としての
裁判官の意見を大切に 6 (16) 9 (26) 19 (54) 36 ( 99) 30 ( 82) 100 (277) 
すること
②その他の裁判員の意見 7 (18) 10 (26) 29 (78) 35 ( 94) 20 ( 55) 100 (27l) を大切にすること
③自分の意見や判断を大 3 ( 9) 3 ( 9) 16 (46) 38 (107) 39 (108) 100 (279) 切にすること
( 39) 
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ぞ大切にすると考えていない人の割合は， 6%にとどまった。
このように，一般的には，自分の意見を筆頭に，裁判官やその他の裁判員の
意見も同じように大切にしようという傾向が見受けられる。中でも，自分の
意見を大切にしたいという割合が最も高かった。「自分の意見を大切にした
いJという考えは，学歴によって異なるであろうか。学歴に関して検討したと
ころ，大切にしたいという回答の割合は，大学卒の方 (97名)がそれ以外(179
名)よりも高かった(大学卒が86%[83名)，それ以外が72%[129名))(N=276)。
3. 5 参加回数
裁判員制度を導入する上で，大きな障害のーっと考えられているのが，裁
判員が参加できる回数である。従来のように 1カ月に 1...2度の公判期日を
設定するという運用では，裁判員裁判を実現することができないと，問題提
起きれている。そのため，可能な限り，連日的開廷を行うことが模索されて
し、る。
そこで， ["あなた自身が裁判員に選ばれたとします。裁判が聞かれる日は
朝9時から夕方 17時まで裁判所にいなければならないとしたら，最大限，
何日くらいまでなら裁判所に出向くことができると思いますか」という質問
を設定し，回数を具体的に記入してもらった。結果を，グラフ 3に示す。
3回が 32%と最も多く，次に 1固と 2回が，それぞれ 16%と多かった。 4
固と答えた割合は 4%，5回も比較的多くて 17%であった。なお，グラフ 3
には組み込まなかったが， 0と回答した者が23人いた。また，必ずしも正確
な比較ではないが，裁判所に行〈日数については，本調査の 0と回答した者
および無回答を「わからない」とみなすと， 1...10固と回答した割合につい
ては， 2005年2月の内閣府調査と，ほぼ同様の割合を得た(グラフ 4参照)。
本調査では，グラフ 3において 3'"'-'5固と答えた割合が 53%と過半数を超
え， 1'"'-'5固と答えた割合は 85%であった。紙上の回答と実際とでは異なる
であろうが，注目すべき値である。現状の運用を改善する必要性は高い。し
(40) 
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グラフ 3 裁判に来ることができる回数 (N=221) 
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内閣府大臣官房政府広報室 (2005)，r裁判員制度に関する世論
調査.1h仕p:仇仰w8.cao.go・.jp/survey/h16/h16-saiban/index.htmlを
基に，本調査のデータと合わせて作成。
かし，一回だけという回答は少なかった。また，これ以外にも下記のような
分類できない回答があった。
その他の回答例(括弧内の数は人数， 1人の場合には記載せず)
1~2， 2~3 (4)， 2カ月に 1回， 7~40，月 1 (8)，月 2(4)，月 3，月 4(2)， 
月 5，半日，週 1(3)，週 2，週 4(2)，年 5，いくらでも・何回でも (2)，終
わるまで，裁判日毎日
( 41) 
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このような回答例を見ると，裁判員の候補者である市民は，必ずしも連続
した日数を希望しているわけではない。しかし，期日が空きすぎると前に法
廷で、行ったことを裁判員が忘れてしまうようなことにもなりかねない。いず
れにせよ，市民の実情や希望を踏まえた上で，公判期日を設定する必要があ
る。
3. 6 守秘義務
裁判員制度の導入においては，裁判員に守秘義務を課すかどうかについ
て，様々な意見が交わされた。結局，裁判員が，評議の秘密その他の職務上
知り得た秘密を漏らしたときには，罰則が規定された(裁判員法79条 I項)。
裁判員の職にあった者も， r職務上知り得た秘密(評議の秘密を除く )Jを漏
らしではならない(同 79条2項I号)。また，裁判員の職にあった者が，評議
の秘密を漏らしたときにも，罰則が設けられた(同 79条3項)。
また裁判員が，裁判官，他の裁判員・補充裁判員以外の者に対し，事件に
おいて認定すべきであると考える事実や量定すべきであると考える刑を述べ
たときにも，罰則がある(同 79条4項)。裁判員の職にあった者が，構成裁判
官であった者や他の裁判員・補充裁判員の職にあった者以外の者に対し，被
告事件の裁判所による事実の認定，刑の量定の当否を述べたときも，同様で
ある(同 79条5項)。
これらの規定が成立した背景には，裁判員が裁判で知り得た事実は，個人
のプライパシーに関わる事実であるため，他者に漏らすことがないように，
厳しく対処すべきであるとの意見があったからである。しかし，厳しい罰則
をもって裁判員に守秘義務を課すことは，思わねプレッシャーをかけるので
はないかという懸念もある。また，守秘義務が，評議などへの積極的な参加
を促進させることには繋がらない， といった疑問もある。
そこで本調査では，守秘義務についてどのような考えか，回答を求めた。
その際には， rあなたが裁判員になると，審理を見た後に，その事件につい
( 42) 
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表9 守秘義務に関する意見
そうは思わ あまりそう どちらとも ややそう そう思う 合計
ない は思わない 言えない 思う
%(実数) %(実数) %(実数) %(実数) %(実数) %(実数)
①評議で発言しにくくな 38 (107) 31 (88) 15 ( 43) 9 (26) 7 ( 19) 100 (283) る
②責任感がでて， しっか
り責任を果たすことが 7 ( 19) 9 (25) 23 ( 64) 33 (93) 29 ( 82) 100 (283) 
できる
③誰にどの程度まで話し
ていけないのか明確に 12 ( 34) 11 (31) 5 ( 13) 23 (66) 49 (141) 100 (285) 
してほしい
④裁判員としての参加意 14 ( 39) 16 (46) 38 (108) 18 (50) 14 ( 38) 100 (281) 欲が高まる
⑤外で話してしまいそう 30 ( 86) 19 (55) 11 ( 30) 24 (69) 15 ( 44) 100 (284) 
で不安である
て評議することになります。評議でどのようなことが話されたのかは秘密で
あり，あなたがその内容を外で話すし懲役1年以下または罰金50万円以
下が科される可能性がありますJ4lという説明を質問の中に加えた。結果を
表9に示す。
いずれの項目も，守秘義務を課すことに関わる懸念を意識して作成した。
結果において特に注目すべきは③「誰にどの程度まで話してはいけないのか
明確にして欲しい」への回答で、ある。「そう思う」と答えた割合が49%であ
り， rややそう思うj と合わせると，実に 73%であった。
①「評議で発言しにくくなるjのではないかという懸念については，現実
によく指摘されるところではある。しかし，市民はさほど「発言しにくくな
るJとは考えていないようである。逆に②「責任感がでるj に対し 62%が
「ややそう思うJrそう思うj と回答した。ただし，④「参加意欲が高まる」
に対し「ややそう思うJrそう思う」という回答は，それほど高くなかった
(31%)。
⑤「外で話してしまいそうで不安である」については， rそう思う」か
「思わないjかの傾向について，あまり偏りがある結果は得られなかった。
(43 ) 
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ただい年齢で見たところ， 「外で話してしまいそうで不安であるJと考え
る層は高年層 (40歳代以上)(33%)に比べ，若年層 (20，30歳代)で多い (61%)。
結果をグラフ 5に示す。
グラフ 5
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3. 7 評 議
裁判員制度は，裁判官と裁判員が協働して審議し，結論を導〈制度であ
る。 その意味では，陪審制と遣い， むしろ参審制に類似した制度である。 加、ー
の制度では，裁判官が裁判員にどの程度の影響を及ぼすのかが，大きな関心
事である。裁判官が強い主導権を握って評議を進め，裁判員がそれに応じる
だけであれば，制度を創設した意味が失われる。
調査ではこのような問題意識をもとに， 「あなたが判断するときに最終的
に重視することは，次のうちどれですかj という質問にて，裁判員として判
断するときに最終的に重視する事柄を， 一定の項目を用意して回答しでも
らった。結果を，表 10に示す。
その結果， 「自分の意見j を重視する割合が 45~もと高かった。「その他の
裁判員の意見」 を尊重するという割合は低かった。
( 44) 
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表 10 最終的に重視する意見
自分の意見|裁判官の意見|その他の裁判員の 少数の意見 わからない 合計
意見
% (実数) I % (実数) %(実数) % (実数) % (実数) % (実数)
46 (凶| 29 (制| 8 (22) 4 (11) 14 (40) 100 (287) 
表 11 評議に関する考え方
そうは思わ あまりそう どちらとも ややそう そう思う 合計
ない は思わない 言えない 思う
%(実数) % (実数) %(実数) % (実数) %(実数) % (実数)
①裁判官の発言に影響 7 (20) 18 (51) 17 ( 48) 39 (112) 19 (53) 100 (284) されそうである
②十分に発言できそう 12 (35) 27 (75) 36 (102) 16 ( 45) 9 (24) 100 (281) である
③裁判官よりも裁判員
を，先に発言させて 11 (32) 14 (40) 36 (103) 19 ( 53) 20 (58) 100 (286) 
ほしい
次に，具体的な評議のやり方について， 1あなた自身が裁判員に選ばれた
とします。裁判員として，あなたは裁判官と一緒に審議することになりま
す。このとき，次の事項について，あなたはどう思いますか」と質問し，最
も近い考え方について回答を求めた。結果を，表 11に示す。
①「裁判官の発言に影響されそうであるJに対し「ややそう思う」と回答
した割合が 39%と高かった。「そう思うJ19%と合わせて， 58%を占めた。
一方，②「十分に発言できそうであるJについては「どちらとも言えないJ
が 36%，1そうは思わないJ1あまりそうは思わないJが合わせて 39c}もであ
る。一般的には，市民は，裁判官に影響を受けやすく，自分の意見は十分に
言えそうにないと考えているといえるだろう。
③「裁判官よりも裁判員を，先に発言させてほしいJという項目は，参審
制を採用する国々で尊重されている方式を意識して作成した項目である。例
えば，参審制を採用するイタリアでは，最初に参審員が話すように，法律で
定められている(イタリア刑事訴訟法 527条2項)(法務大臣官房司法法制調査部編，
1998)。この項目については， 1ややそう思うJ1そう思うJが合わせて 39%，
( 45) 
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「そうは思わないJrあまりそうは恩わないjが25%であった。 したがって，
相対的には， 「裁判員を先に発言させてほしいJとする意見が多かった。 し
かし， 「どちらとも言えない」 とする割合も 36%と高し最初に発言するこ
とへの積極的な意見表明は必ずしも多数ではなかった。
②と③は， どちらとも言えないと回答した割合が3分の l強と高かった。
これは， 日本の市民が， まだ裁判員制度をあまり強〈意識しているわけでは
ないことも，背景にあるものと思われる。
①と②について，性差を検討した。①「裁判官の発言に影響されそうであ
る」 という項目については， 肯定的な割合が男性57%(135名のうち 77名)，
女性59%(149名のうち 88名)，否定的な割合が男性27%(37名)，女性23%
(34名) と， あまり差が見られなかった (N=284)。しかし，②「十分に発言
できそうであるJという項目については， これを否定的に考える割合は女性
の方が多かった。グラフ 6を見ると，十分に発言できそうであることについ
て，肯定的に捉えている割合は，男性が 36%であるのに対して，女性は 15%
である。一方，否定的に捉えている割合は男性が 31%であるのに対して，
女性は 46%である。
(46) 
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3. 8 司法参加のための積極的側面と消極的側面
司法参加に影響を及ぼす要因には，制度上の要請や義務などの社会的要因
以外にも，個人の積極的要因(司法参加に肯定的な要因)や消極的要因(司法参
加に否定的な要因)があると考えられる。この調査では，個人的な具体的要因
について回答を求めた。
3.8.1 司法参加のための消極的側面
まず，消極的要因と考えられるものを 6つ掲げ，その意識について回答を
求めた。結果を，表 12に示す。
①「仕事や家事，勉強で忙しいjは，辞退の理由となりうる内容のもので
ある。しかし， r辞退理由」として掲げるまでもない，日常的な一般的趣旨
で回答を求めた。すると， rややそう思うJrそう思うJが合わせて 67%で
あった。約3分の 2の人が，仕事，家事，勉強を，裁判員になるに当たって
の障害の理由になると考えている。「そうは思わないJ，rあまりそうは思わ
ない」という回答は 25%であり，低かった。
表 12 司法参加への消極的側面
そうは思わ あまりそう どちらとも ややそう そう思う 合計
ない は恩わない 言えない 思う
% (実数) % (実数) %(実数) % (実数) % (実数) % (実数)
①仕事や家事，勉強で忙 10 ( 28) 15 (41) 8 (23) 33 ( 94) 34 (95) 100 (281) しい
②裁判所に行くだけで面
17 ( 46) 22 (61) 15 (42) 27 ( 75) 19 (54) 100 (278) 倒である
③健康上の理由 39 (110) 18 (52) 18 (50) 13 ( 38) 11 (32) 100 (282) 
④裁判のことがよくわか 10 ( 29) 10 (28) 11 (32) 37 (103) 32 (90) 100 (282) らない
⑤刑事事件には関わりた 13 ( 38) 17 (48) 22 (63) 22 ( 63) 25 (71) 100 (283) 〈ない
⑥マスメディアに注目さ 19 ( 53) 19 (52) 26 (74) 19 ( 54) 17 (47) 100 (281) れるから
(47) 
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②「裁判所に行くだけで面倒であるjはアクセスの問題を趣旨とした項目
である。ただし，裁判所に行くのが面倒であるといった物理的距離だけでな
く，裁判所へ行くことに対する心理的な嫌悪なども関連すると考えられる。
この項目については， 「ややそう思うJrそう思うJが合わせて 46%あり，
①と比べると低い割合ではあった。 しかし， それでも， 高い割合の人が，障
害の理由と考えているようである。「そうは思わないJrあまりそうは思わな
いj という回答も 38%であって，①と比較すると高い。
③「健康上の理由jは，裁判員を務めるに当たって，健康上の不安を抱え
ている割合がどの程度かを尋ねることを目的とした。健康上の理由は， もち
ろん，辞退の理由にもなりうるものである。結果は， rややそう思うJrそう
思うJが合わせて 25%と低い割合であった。逆に「そうは思わないJrあま
りそうは思わないJの割合が，合わせて 57%を占めた。市民は，健康上の
不安が裁判員になることへの障害になるとは， あまり考えていないようであ
る。
Tこだし， 高齢層になるほど，健康上の不安を抱えている割合は高し年齢
による下記グラフ 7のクロス集計にも，差が見られら。健康上の理由を障害
だとする割合は，高年層が 29%，若年層が 11%であった。
( 48) 
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④「裁判のことがよくわからない」については，裁判という未知の世界に
対する不安について，回答を求めた。この中には法律や裁判手続について知
識を持っていないことへの不安や，実務的な経験，感覚がないことへの不安
を反映するものと想定される。この項目については， rややそう思うJrそう
思う」が68%という高い割合を占めた。逆に， rそうは思わないJrあまり
そうは思わない」と回答した割合は，それぞれ 10%と低かった。
⑤「刑事事件には関わりたくないjについては，刑事事件という犯罪を扱
う訴訟について特別に尋ねた。一般の人は，被害者になることはある程度，
考えることがあったとしても，加害者になるということは，あまり想定して
いないであろう。刑事裁判そ傍聴することもないであろうし，刑事事件はテ
レビの向こうの他人事といった意識があるかもしれない。そうだとすれば，
そのような裁判に参加することなど日常では考えもしないことであろう。そ
のような状況では，刑事裁判に関わるなど予測できることではないといった
意識があるかもしれない。そのような意識を探るために，この項目を設定し
た。相対的に見ると， rややそう思うJrそう思うjの割合が 47%となり高
かった。しかし， rそうは思わないJrあまりそうは思わないjでも 30%も
占めた。①や④に比べれば，障害の理由としては意識されていないという結
果であった。また，あまり実感がないのであろうか， rどちらとも言えないj
の割合も 22%であった。したがって，その割合は，他の項目に比べ相対的
に高かった。
⑥「マスメディアに注目されるからJの趣旨は以下のようなものである。
裁判員法によれば，何人も裁判員個人が特定される氏名や住所は公にしては
ならない(裁判員法72条)。また，裁判員が関わった事件に関して，何人もそ
の事件に関わった裁判員に接触しではならない(同法73条1項)。したがっ
て， rマスメディアに注目されることj は，実質的には消極的要因になると
は，あまり考えられない。ただし， 73条 I項によれば「被告事件に関しJ
となっている。したがって，一般的な感想程度のものについては，取材の対
象にならないという趣旨では必ずしもない(座談会・三井ほか， 2004: 42)。裁
( 49) 
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判員への報道のための接触と報道規制のあり方は，立法上の重要な論点で
あった。したがって，市民の視点を把握するために，この項目を設定した。
また，人によっては，逆に積極的な要因にもなりうるものかもしれない。
その結果， iややそう思うJiそう思うJが36%，iそうは思わないJiあ
まりそうは思わないjが37%と，ほぼ同程度であった。また， iどちらとも
言えないJの割合も 26%もあった。したがって，その他の項目と比較する
と，注目されるほどに顕著な積極的ないしは消極的要因とみなすことはでき
ない。
内閣府の調査では，参加したくないと思う理由として，以下の結果が明ら
かにされている(内閣府大臣官房政府広報室， 2005)。すなわち，①判断が難し
そう (46.5%)，②人を裁くことがしたくない (46.40/0)，③裁判員制度の仕
組みをよく知らない (23.9%)，④事件そのものに関わりたくない (23.7%)， 
⑤逆恨み (23.6%)，⑥仕事に差し障りがある(19.9%)，⑦面倒 (17.4%)，
⑧健康上の理由 (12.2%)，⑨家事 (10.0%)である。本調査においては，上
記の①「判断が難しそうJ，②「人を裁くことがしたくないJ，⑤「逆恨みJ
については直接尋ねなかった。しかし，その他の項目については，質問の仕
方や内容は若干異なるが，比較することが可能である。③「裁判員制度の仕
組みJについては，本調査の方が，より一般的な質問 cr裁判のことがよくわか
らないJ)であることもあるが，否定的要因としての値が高かった。④「事件
そのものに関わりたくないJ，⑦「面倒j についても同様である。⑥「仕
事J，⑨「家事j については，本調査ではまとめたかたちで質問している
(r仕事や家事，勉強で忙い、J)。これも本調査の方が，値が高かった。⑧「健康
上の理由」も，本調査の方が高いが，相対的に比重が低いのは，内閣府調査
と同様であった。
本調査の結果をまとめると，多くの人が「仕事や家事，勉強で忙しいJと
「裁判のことがよくわからないj ことを，裁判員になることへの消極的要因
として意識している。日常生活における現実的な問題し裁判というあまり
なじみのないことへの不安が顕著で・あるといえるだろう。
( 50) 
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3.8.2 司法参加への積極的側面
次に，裁判員になることについての積極的な側面と考えられるものを 6項
目設定して回答を求めた。結果を表 13に示す。
①「司法制度に関心があるjは，司法制度全体に関心があるかどうかが積
極的な動機付けになっているかどうかを，尋ねたものである。裁判員になり
たいという人は，司法制度に関心を持つ人であろうと予想される。結果とし
ては， rややそう思うJrそう思うJは41%，rそうは思わないJrあまりそ
うは思わないjは34%であった。注目されるほどの高い値ではないが，司
法制度への関心は，裁判員になることへの積極的要因となると考えている人
が，ある程度いたといえる。
②「刑事事件を裁くことに興味があるjについては，興味本位で事件を裁
いてもらっては困るといった懸念もあるかもしれない。しかし刑事事件は，
その他の訴訟とは異なり，ニュース性が高いものもある。重大な事件では裁
判の進行具合が時々刻々と報道されることもある。そのような刑事事件への
関心が積極的な要因となるかどうかを調べることが項目の趣旨であった。し
かし，この側面については， rややそう思うJrそう思うJが19%と低<， 
「そうは思わないJrあまりそうは思わないJが55%と高い割合を占めた。
表13 司法参加への積極的側面
そうは思わ あまりそう どちらとも ややそう そう思う 合計
ない Iま恵、わない 言えない 思う
% (実数) %(実数) %(実数) %(実数) % (実数) % (実数)
①司法制度に関心がある 12 ( 35) 22 (61) 24 (69) 29 (83) 12 (34) 100 (282) 
②刑事事件を裁くことに
27 ( 75) 29 (81) 26 (73) 15 (42) 4 (11) 100 (282) 興味がある
③人を裁くのは責任ある 11 ( 31) 13 (36) 26 (73) 28 (79) 23 (64) 100 (283) 仕事だから
④社会経験として一度 23 ( 64) 20 (58) 19 (55) 27 (76) 1 (31) 100 (284) やってみたい
⑤裁判官と同じことをで 39 (112) 32 (90) 19 (55) 6 (16) 4 (12) 100 (285) きるから
⑥自分にとって役に立つ 20 ( 56) 16 (44) 25 (71) 28 (80) 11 (32) 100 (283) と恩うから
(51 ) 
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③「人を裁くのは責任ある仕事だからJは，人を裁くことへの責任感が，
積極的な要因と考えられるかどうかを尋ねたものである。 むしろ， そのよう
な責任感から，裁判員を逃れたいと考える人も多いかもしれない。結果とし
ては， 「ややそう思うJrそう思う jが合わせて 51%， 「そうは思わないj
「あまりそうは思わないJが24%であった。「どちらとも言えないJとする
割合が26%もあるが，相対的には， 「責任感Jは裁判員になることへの積極
的な要因になると考えている人が多かった。
④「社会経験として一度やってみたいjは，社会経験を得るということが
動機付けになるかどうかを尋ねた項目である。「ややそう思うJrそう思うj
が合わせて 38%，「そうは思わないJrあまりそうは思わない」 が43%で
あった。ほぼ措抗した割合となっている。
ただし，下記のグラフ 8からわかるように，若年層の方が，社会経験とし
て裁判員に参加してみたいと考えていた。 20"'30歳代ではその割合が58%
であるのに対して， 40歳代以上は 31%である。一方， 高齢層は否定的に考
えている割合が50%と高い。
⑤「裁判官と同じことをできるからjは，裁判官という役割への経験が，
特別な動機付けになるかどうかを調べる趣旨で作成した。 その結果，
( 52) 
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そう思うJiそう思うjが合わせて 10%，iそうは思わないJiあまりそうは
思わないjが71%であった。社会経験にはなると考える人は多かったが
(④参照， 38%)，裁判官と同じことができるから， という動機付けになるわけ
では，必ずしもなさそうである。
⑥「自分にとって役に立っと思うからjは，自分への利益が動機付けにな
るかどうかを尋ねたものである。将来法律家を目指したい，あるいは教員と
して今後の教育に役に立てるなど，自分にとって役に立つ理由は，いろいろ
と考えられる。裁判員になるという経験が，今後の自分にとって何らかの利
益になるのであれば，参加の動機付けは高まるに違いない。結果は， iやや
そう思うJiそう思うJが合わせて 40%，iそうは思わないJiあまりそうは
思わないJが35%となり， iどちらとも言えない」が 25<3令であった。すな
わち，明確な傾向は，この項目では得られなかった。
2005年の内閣府調査では，参加したいと思う理由として以下の結果が示
されている。①国民として協力したいと考えるから (48.5%)，②犯罪防止や
治安に関心があるから (32.1%)，③今後の人生に役立つから (29.9%)，④刑
事裁判がよりよくなると思うから (29.7%)，⑤刑事裁判に興味があるから
(24.6%)，⑥自分が刑事裁判を変えたい (13.3%)である(内閣府大臣官房政府広
報室， 2005)。上記の①，②，④，⑥は，本調査では調べなかった。しかし，
質問の仕方や内容が若干異なるものの，③「今後の人生に役立つJについて
は，本調査の方がやや高い割合を示した。また，⑤「刑事裁判に興味があ
る」については，同程度であった。
裁判員になることへの積極的な要因については， iどちらとも言えないJ
の回答が比較的高い割合を占めた。また，その賛否については，②「刑事裁
判への興味」と⑤「裁判官と同じことができるj以外は顕著な偏りは見られ
なかった。刑事事件への参加を積極的な要因とする人は少なし裁判官と同
じ役割を果たすことへの憧れもあまりないと推測される。積極的な要因とし
て，特に取り上げるとすれば，③「責任感Jであろう。責任のある役割を担
いたくない人もいるであろう。しかし， i責任感」のある仕事をやりがいが
( 53) 
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ある， と考える人も多かったのである。
全体的には，積極的な要因として顕著に賛意が示されているものは見られ
なかった。個人的な要因ではない，むしろ利他的な要因が，裁判員になるこ
とへの促進的な要因となるのかもしれない。
3.8.3 裁判員になることに当たっての自分自身の課題
自分が裁判員になる場合， どのような事柄が課題となるかについて，回答
を求めた。
①「職場の理解Jと②「職場の休暇Jは職業を持っている人にしか該当し
ないので，必ずしも一般的に問う必要性はなかったのかもしれない。また，
裁判員となるために休暇を取得しでも，職場は解雇などの不利益な取扱いを
してはならない(裁判員法71条)。しかし，法律に定めがあったとしても，実
際上そのように機能するかどうかは別の問題である。③「裁判所の雰囲気j
は裁判員制度を普及させるためには重要な項目であると考え，ここに加え
た。④「裁判員の日当jは経済的な動機付けについて回答を求めたものであ
る。時給 1000円で 8時間として仮定的に 8000円を想定した。評価に当たっ
ては，この額が低いか高いかも考慮の対象となるだろう。⑤「法律知識の欠
如Jと⑥「裁判員となる自分の資質」は相互に関連する可能性もあるが，特
表14 裁判員になることに当たっての自分自身の課題
そうは思わ あまりそう どちらとも ややそう そう思う 合計
ない は思わない 言えない 思う
% (実数) % (実数) % (実数) % (実数) %(実数) % (実数)
①職場の理解 22 (60) 14 (37) 16 (45) 17 (46) 31 ( 85) 100 (273) 
②職場の休限 19 (51) 14 (37) 13 (35) 20 (55) 35 ( 95) 100 (273) 
③裁判所の雰囲気 16 (44) 16 (44) 29 (81) 25 (70) 14 ( 39) 100 (278) 
④裁判員の日当 30 (85) 21 (58) 31 (87) 9 (25) 9 ( 24) 100 (279) 
(8000円)
⑤法律知識の欠如 6 (16) 8 (22) 10 (30) 28 (81) 48 (137) 100 (286) 
⑥裁判員となる自
6 (17) 11 (30) 24 (67) 24 (68) 35 ( 97) 100 (279) 分の資質
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殊な知識と一般的な資質とに分けて尋ねることとした。
「そ「そう思うJrややそう思うJが48%，①「職場の理解Jについては，
「どちらとも言えないJうは思わないJrあまりそうは思わないjが36%，
「そう思うJrややそう思が16%であった。②「職場の休暇j については，
が33%，rどちら「そうは思わないJrあまりそうは思わないJう」が 55%，
が 13%であった。職場に関する環境整備について，過半数とも言えないj
の人々が不安を抱えている。
しかし，職場の理解や休暇についての不安は，職場環境によって異なるだ
ろう。下記のグラフ 9からもわかるように，会社勤めなどの勤め人(常勤等)
一方，家族従業では，職場の理解が課題であるとする割合が64%である。
者・自営業では課題と考えない割合が高い (45%)。職場の休暇についても，
同様の傾向にある。勤め人(常勤等)112名の中で(回答不明 1名を除n，実に
83名 (74%)が，参加するに当たっての課題だと考えている。
まして一方，裁判所に赴いた経験のある人は少ないことが予想される。
そこと考えている人も多いかもしれない。や，裁判には関わりたくない，
職場の理解と職業 (N=264) 
口「どちらとも言えない」
.rそうは思わないJrあまり
そうは思わない」
圏「ややそう思うJrそう思うJ
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(グラフ内の数値は実数である)
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で，③「裁判所の雰囲気」に不安を抱えている人がどの程度いるのか， 回答
を求めた。 その結果， 「そう思うJrややそう思う」 が 39%，「そうは思わな
いJrあまりそうは思わないJが 32%，「どちらとも言えないJが29%で
あった。すなわち，特定の{頃向は， この項目では見られなかった。雰囲気と
いう言葉が明確でなかったためかもしれない。一方，④「裁判員の日当Jに
ついては， rそう思うJrややそう思うJが18%と低いことが目立つた。
⑤「法律知識の欠如Jが課題になるかどうかについては， 「そう思うJrや
ゃそう思うjが76%，「そうは思わないJrあまりそうは思わない」が 13%，
「どちらとも言えないJが10%であった。 3.3の辞退や， 3.8.1の消極的要
因でも見られたように，知識に不安を感じている人は多く，実に4人に 3人
の割合であった。 そこで， この項目について， さらに詳しい分析を試みる。
まず性差について調べたところ，男女聞の差は見られなかった。男女とも
約4分の 3が，法律知識の欠知を裁判員になるに当たっての課題だと考えて
いる。年齢と職業についても顕著な差は見られなかった。年齢については，
若年層， 高年層ともが75'"'-'80%という高い割合で，法律知識の欠如を課題
だとしている。 また，職業についてもあまり差は見られなかった。
学歴については，法知識の欠知に関する課題意識に差が見られた。
(56) 
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(グラフ内の数値は実数である)
しかし，
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法律知識の欠如と年齢 (N=285) 
図 fややそう思うJrそう
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法律知識の欠如と職業 (N=275) 
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「裁判員になることへの自信J(3.2の②)にと「法律知識の欠如Jさらに，
を課題だとし「法律知識の欠如jその結果，クロス集計を行った。ついて，
自信あると肯ている人のうち，裁判員になる自信があるとした人は 14%，
法
律知識の欠知を課題としていない層の大部分は裁判員になることについて自
(57) 
定的には回答しなかった人が 58%であった。絶対的な人数は少ないが，
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法律知識の欠如と学歴 (N=280) 
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法律知識の欠如と自信 (N=278) グラフ 14
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グラフ 15 法律知識の欠如と裁判官からの影響 (N=280)
裁判官の発言に影響されそうである
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法律知識の欠如が課題である
(グラフ内の数値は実数である)
信を示している (76%)。このように，法律知識の欠如は裁判員になることへ
の自信と関連している。
法律知識の欠如を課題だとする人は，評議についてどのように考えている
のだろうか。 3.7の①「裁判官の発言に影響されそうであるJおよび②「十
分に発言できそうである」との関連を検討した。その結果，法律知識の欠知
を課題としている人の 63%が，裁判官の発言に影響されそうだと回答して
いる。同様に，法律知識の欠知を課題とする人の 45%が，十分に発言でき
るとは考えていない。
⑥の，より一般的な資質については， rそう思うJrややそう思う」が59%，
「そうは思わないJrあまりそうは思わないJが 17%，rどちらとも言えないj
(59) 
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グラフ 16 法律知識の欠如と評議における発言 (N=278) 
評議で十分に発言できそうである
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(グラフ内の数値は実数である)
が24%であった。この資質には，様々な要素が入るであろう。回答者がど
のような要素を想定したかは不明で、ある。しかし，課題であるとした人が6
割弱もいた。法律知識の欠知ほどではないにしても，職場などの外的な要因
よりは，自分自身の内的要因に不安を抱えている人が多いといえるだろう。
以上をまとめると，主に以下の 3点を指摘できるであろう。
第 1に，際だって多くの人が，法律知識の欠如についての不安を抱えてい
る。「そう思う j と断定した人だけでも， 48%という極めて高い値であっ
Tこ。
第2に， r職場の理解J，r職場の休暇J，r自分の資質jについて， rそう思
うJと断定した人も，実に 3分の l強いた。 2005年の内閣府調査では，サラ
( 60) 
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リーマン等が裁判員の役目を果たしやすくするための条件整備について回答
を求めている。その結果，裁判員の役目を果たすために仕事を休んだ場合
は，会社が有給休暇扱いにする (53.1%)，会社の経営者や幹部に，裁判員制
度への理解を広める (44.1%)の値が高かった(内閣府大臣官房政府広報室， 2005)。
質問の仕方と内容は，若干，異なるが，本調査もほぼ同様の割合の人々が
「職場の理解Jr職場の休暇Jを課題と考えている。ただし， rややそう思うJ
も合わせれば，職場環境よりも自分の資質の方を課題だとしていることは，
注目に値する。
第3に，これらの要因と比較すると，日当などの経済的な問題に対する不
安は，相対的に低い。裁判所の雰囲気についても同様である。ただし，裁判
所の雰囲気については，どのような雰囲気なのか，実感のない人が多いのか
もしれない。
以上より，設定した項目だけから判断すると，対象者が最も不安を感じて
いるのは，法律知識の欠知などの法律の非専門家としての側面である。ま
た，職場への理解など，周囲の環境的側面が次なる課題として，重要だとい
えよう。
もちろん，設定項目に限りがあるために，結論付けには限界がある。そこ
で，自由記述における，その他の意見等も参照しつつ，最終章で，総合的な
検討を行う。
注
1) なお，以下の集計では，基本的には小数点第一位を四捨五入して表記したが，必
要に応じて，小数点第二位以下を四捨五入したものを表記することとした。
2) それぞれのホームページのアドレスについては，東京都大田区選挙管理委員会
ホームページが〈仕p:llwww.city.ota.tokyo.jp/ota/senkan/)，福島県選挙管理委員会
ホームページが(http://www.pref.fukushima.jp/senkan/ )，名古屋市選挙管理委員
会ホームページが(http://www.senkyo.city.nagoya.jp/) ，である。アクセス日は
2004年 10月下旬頃であるが，正確な参照日を確認できなかった。
3) 以下では，できる限り記載を忠実に反映させたが，適宜，漢字の表記統ーなどを
理由に，記載を変更したところがある。
4) なお，裁判員法によれば，評議の秘密を裁判員が漏らしたときは， 6月以下の懲
役，または 50万円以下の罰金に処せられる (79条 1項)。したがって，懲役につ
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いては，調査票の内容は，法律とは異なる誤表記であった。ただし，法律よりも重
い懲役が記載されていたとしても，その結果には，さほど影響はなかったものと考
えている。
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